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１．はじめに	 

	 持続可能な社会の実現にあたっては，環境負荷を軽減

しつつ経済発展していくことが必要とされている．天然

資源は使用時においても排出ガス等の環境負荷を発生さ

せるだけでなく，採取，運搬する際にも環境負荷を発生

させるため，効率よく資源を活用する社会形態への転換

が望まれる．資源効率を示す指標の一つとして，GDPを
天然資源等投入量で除した，資源生産性が挙げられる．

また，持続可能な社会の実現にあたっては資源投入量を

減少させるだけでなく，インフラ整備により蓄積された

ストック(マテリアルストック：MS)を有効活用すること
も有益である．このためにはMSと資源生産性との関係
性を把握することが重要である． 
	 加えて，少子化と高齢化が進行している日本において

は，労働の効率化も重要課題とされている．GDPを労働
時間で除した労働生産性がその代表的な指標であり，労

働効率を定量的に表している．一般的には社会基盤の拡

充により，労働効率の上昇が期待できると考えられてい

る． 
	 既往研究として，資源生産性に関しては 2000年に施行
された循環型社会形成推進基本法に基づき環境省が評価

を行なった．労働生産性に関しては山田ら(2005)が日米の
労働生産性水準を比較した．しかし，これらの指標に加

え，社会基盤の拡充を扱った既往研究は少ない．そこで

本研究では，日本全体におけるMS，資源生産性及び労働
生産性の推移を比較・検討することにより，その関係性

を評価した． 
 
 
 
 
 
 

 
２．評価方法	 

	 本研究では 1980年から 2005年までを評価対象として，
図—1に示すフロー図に沿って資源生産性，労働生産性，

MSの評価を行った． 

 

図—1	 研究フロー図 
	 

2.1	 GDPの評価	 

	 GDPの算出にあたっては，内閣府より発行されている
GDPデータを基に算出した．データの使用にあたっては，
1990年以前では 2000年基準，1990年以降のデータでは
2005年基準とそれぞれ基準年が異なっていたため，前者
を後者の基準年である 2005年に統一し評価した．また，
本研究では物価変動による影響を考慮して，名目GDPで
はなく実質GDPで評価した． 
2.2	 MS及び天然資源等投入量の推計	 

	 MSの推計に関しては長岡ら(2009)が 1980年から
2005年の各年において，建築物，道路，下水道について
推計したものに依拠した．各年における天然資源等の資

源投入量は環境省が発行している環境白書から抽出した

ものを用いた． 
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2.3	 労働時間の推計	 

	 労働時間の推計にあたっては総務省から発行されてい

る日本統計年鑑(2013)を基に，就業者人口と労働時間を掛
け合わせることで算出した．労働時間は月平均の労働時

間として記載されていたため，年間労働時間に計算し直

して使用した． 
	 

３．結果及び考察	 

	 まずは図—2にMS，資源生産性及び労働生産性の推移
を示す．MSの変化率と労働生産性の変化率は概ね同様の
傾向を示し，資源生産性の変化率は年代によって違いが

あることがわかった．また，2005年時のMSと資源生産
性は 1980年比で約 2倍になっているが，労働生産性は 2
倍になっていないことが示された．  
	 また，図—3にMSの充実に伴う生産性の変化率を示す．
MSの増加に伴い，労働生産性はほぼ一定の割合で向上し
ていることがわかる．それに対して資源生産性は全体と

しては向上しているものの，その割合は一定ではない．

図中に資源生産性が急激に上昇している箇所があるが，

これは循環型社会形成推進基本法により資源生産性の向

上が図られたことに起因すると考えられる．一方，資源

生産性が殆ど変化していない箇所があるが，この当時は

バブル景気下にあり，資源生産性を度外視した大量生産，

大量消費が行われていたことによるものと思われる． 
 
４．おわりに	 

	 本研究の結果，MSの増加と共に資源生産性，労働生産
性共に向上することが示された．得られた知見として，

資源生産性は景気や政策に大きく影響されることがわか

った．更に長期間にわたる評価を行うことでより多くの

知見が得られると思われるが，今回の研究では 1980年か
らの環境白書に依拠しており，それ以前の環境白書には

天然資源等の資源投入量が記載されておらず，戦後から

高度経済成長期にかけての評価が行われていない．今後

はこれらの年代も含めた検討が必要である．また，今回

の研究では全産業の全資源種を対象に評価を行っており，

産業別，資源別といった比較がなされていない．今後は

産業別，資源別に評価を行う必要性がある． 
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図—2	 MS及び生産性の変化 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図—3	 MSの充実に伴う生産性の変化 
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